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平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
ここに、当社第100期（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）の事

業概況のご報告をお届けするにあたり、謹んでご挨拶申し上げます。
今後のわが国経済は、好調な企業収益や雇用・所得環境の改善等に下支えさ

れ、緩やかに拡大していくことが期待されるものの、世界経済の下振れリスク
も懸念されており、引き続き予断を許さない状況が続くものと予想されます。

物流業界におきましては、乗務員不足の問題や人件費等の経費の上昇も懸
念されております。さらに、国内の石油製品需要が長期的に減少すると見込ま
れているなか、本年4月1日に誕生したJXTGグループをはじめ、石油元売り各
社の経営統合の動きが、今後、当社グループに様々な影響を及ぼすものと思わ
れます。

このような状況のなか、当社は、「Shift for the Next 安全の徹底と質の高い
サービスで未来への責任を果たします」というキャッチフレーズのもと、当社
グループを継続的に発展させるため、平成29年度から平成31年度までの中期
経営計画を策定いたしました。

同計画においては、輸送シェアの維持・拡大を通じた収益力の確保、LNG（液
化天然ガス）輸送、水素輸送、化成品における海外輸送等の成長分野の推進、グ
ループ連携の強化等による生産性向上に取り組み、平成31年度において、売上
高330億円以上、営業利益12億円以上、経常利益15億円以上の達成を目標と
いたします。

また、当期の期末配当金につきましては、1株につき金40円とさせていただ
きました。

株主の皆様には、今後とも変わらぬご支援ご協力を賜りますようお願い申
し上げます。

平成29年6月

Shift for the Next
安全の徹底と質の高いサービスで
未来への責任を果たします

代表取締役社長
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当社グループは、安定的な収益を確保すべく、安全の徹底と
質の高いサービスの提供に努めるとともに、将来に向けた収益
基盤の拡大を目指し、LNG（液化天然ガス）輸送業務および化成
品における海外輸送業務について、積極的な営業活動を展開い
たしました。また、新たなエネルギーとして供給インフラの整
備が進みつつある水素についても、輸送の拡大を図りました。

この結果、当連結会計年度における売上高は、30,960百万円
（前年同期比0.1%増）となりました。また、燃料油価格の低下に
伴う経費の減少もあり、営業利益は1,150百万円（同15.7%増）、
経常利益は1,467百万円（同13.0%増）、親会社株主に帰属する
当期純利益は1,014百万円（同28.9%増）となりました。

売上高� （単位：百万円）

第98期
平成26年度

第99期
平成27年度

第100期
平成28年度

30,452 30,921 30,960

親会社株主に帰属する
当期純利益� （単位：百万円）

第98期
平成26年度

第99期
平成27年度

第100期
平成28年度

570

786

1,014

経常利益� （単位：百万円）

第98期
平成26年度

第99期
平成27年度

第100期
平成28年度

1,022

1,298
1,467

営業利益� （単位：百万円）

第98期
平成26年度

第99期
平成27年度

第100期
平成28年度

732

994

1,150

総資産・純資産� （単位：百万円）

第98期
平成26年度

第99期
平成27年度

第100期
平成28年度

純資産総資産

28,598

16,534 16,754

30,271

17,919

32,352

1株当たり配当金� （単位：円）

0.0

2.5

5.0

7.5

10.0
第2四半期（中間期） 期末

7（70）

3（30） 3（30）

9（90）

4（40）

4（40）
6（60） 4（40）

8（80）

第98期
平成26年度

第99期
平成27年度

第100期
平成28年度

※�第99期期末の１株当たり配当金には、記念配当
2円が含まれております。

※�当社は、平成28年10月１日をもって、10株を１
株とする株式の併合を実施いたしました。配当金
の（　）は、当該株式の併合を考慮した金額です。
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売上高の推移売上高構成比

第98期
平成26年度

第99期
平成27年度

第100期
平成28年度

15,07715,265 14,892

（単位：百万円）

（単位：百万円）

第98期
平成26年度

第99期
平成27年度

第100期
平成28年度

7,9757,752 8,096

第98期
平成26年度

第99期
平成27年度

第100期
平成28年度

7,7027,287 7,790
（単位：百万円）

第98期
平成26年度

第99期
平成27年度

第100期
平成28年度

165
147

180 （単位：百万円）

48.1％

26.1％

25.2％

0.6％

石油
輸送事業

高圧ガス
輸送事業

化成品・
コンテナ
輸送事業

その他
事業
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当期の概況事業内容

売上高	14,892百万円	 営業利益	 583百万円
　石油輸送事業につきましては、寒波の到来に伴う需要の増加がみ
られたものの、製油所の定期修理等に伴う影響を受け、売上高は減少
いたしました。
　この結果、当事業における売上高は14,892百万円（前年同期比
1.2％減）となりました。

　環境に優しく、低コスト
で大量輸送が可能な鉄道タ
ンク車輸送と、機動力があ
り柔軟性に富んだ自動車輸
送という2つの異なる輸送
モードを持つメリットを活
かし、ガソリン、軽油、灯油
等の燃料油の輸送を行って
います。

売上高	8,096百万円	 営業利益	 493百万円
　高圧ガス輸送事業につきましては、主力のLNG輸送において、既存
輸送の一部が減少したものの新規輸送を獲得したことにより、ほぼ
前年並みとなり、また、水素輸送の拡大により、売上高は増加いたし
ました。
　この結果、当事業における売上高は8,096百万円（前年同期比1.5%
増）となりました。

　タンクローリーによる輸
送と、鉄道用タンクコンテ
ナによる複合一貫輸送を
行っています。全国各地の
LNG（液化天然ガス）輸入基
地および国産ガス田から、
お客様のサテライト基地、
工場等を結んでいます。

売上高	7,790百万円	 営業利益	 26百万円
　化成品輸送事業につきましては、国内輸送はほぼ前年並みで推移いた
しましたが、海外輸送においては、ISOタンクコンテナの運用個数を増や
し、販路拡大に努めた結果、売上高は増加いたしました。
　コンテナ輸送事業につきましては、北海道地区において台風による貨
物列車の運休が多数発生したことに加え、前期末をもって冷凍コンテナ
による輸送事業が一部終了したことに伴い、売上高は減少いたしました。
　この結果、当事業における売上高は7,790百万円（前年同期比1.2%
増）となりました。

　コンテナ輸送事業は、農産品や食料品、工
業製品の他、宅配便等、お客様のニーズに適
した各種鉄道用コンテナをレンタル・リース
しています。

　化成品輸送事業は、各種化学品、食品等の液
体・粉粒体を輸送する各種コンテナのリースお
よび様々な輸送モードを組み合わせた複合一
貫輸送を展開しています。

売上高	 180百万円	 営業利益	 46百万円
　太陽光発電事業につきましては、前年度の発電設備の増設に加え、
稼働状況も順調であったことから、売上高は増加いたしました。
　この結果、当事業における売上高は180百万円（前年同期比8.8%
増）となりました。

　太陽光発電事業を展開し
ており、現在、全国4か所に
JOTソーラーステーション
を設置しています。
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TOPICS

　当社は、大きく変化していく事業環境のなか、当社グループを継続的に発展させるために以下の数値目標
および基本方針を掲げ、平成29年度から31年度までの中期経営計画を策定いたしました。

～中期経営計画を策定しました～

売 上 高 330億円以上（平成31年度）

営 業 利 益 12億円以上（平成31年度）

経 常 利 益 15億円以上（平成31年度）

R O E 5% （平成31年度）

配 当 性 向 30% （平成29年～31年度）

投 資 総 額 125億円以上（平成29年～31年度合計）

数
値
目
標

1

・ 拡大する需要を確実に獲得　【LNG】
・ 新規部門への投資拡大　【海外事業／水素／航空コンテナ】成長分野

・ グループ連携による営業力強化（労働生産性向上）　【働き方改革】
・ 「強靱」かつ「しなやかな」企業体の構築　【組織再編／人材確保】生産性向上

・ 輸送シェアの維持・安定的な収益の確保　【石油／LPG／化成品／コンテナ】
・ M&Aなどを通じて更なるシェアの拡張　【自動車会社】収益力確保

基
本
方
針

2
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　近年、LNG需要の拡大に伴い全国的にLNG基地の新設や新たな
建設計画が相次いでおり、加えて平成29年4月から都市ガスの小
売全面自由化がスタートするなど、これまで以上にLNG輸送を取
り巻く環境は大きく変化しています。
　このような状況のもと、JOTグループでは、お客様のニーズに応
え、選ばれる企業グループとなるために、今後も拡大が見込まれる
LNG輸送業務のさらなるレベルアップを目指し、平成29年4月、
茨城県ひたちなか市にLNGトレーニングセンターを移転・リ
ニューアルし、教育・訓練内容の拡充を図りました。
　同センターでは、乗務員がLNG輸送車両の模型や機器類のカットモデルで操作方法を学習したうえで、実物の
LNGローリー車や訓練用配管を使用して実践的な技術指導を受けるなど、LNG輸送に関する基礎的な知識の習得
から、実際の荷役作業における実技訓練まで、一貫した教育・訓練・演習を体験することができます。
　今回拡充した施設・教材を活かし、LNG輸送に関する知識・経験を深め、安全輸送のさらなる徹底を図ってまい
ります。

～ＬＮＧトレーニングセンターを拡充しました～

LNG輸送に関する講義

実物のLNGローリー車を使用した講義荷役シミュレーション
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連結損益計算書（要旨）� （単位：百万円）

前期
自 平成27年4月1日　至 平成28年3月31日

当期
自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日

売上総利益
2,919

売上高
30,921

経常利益
1,298営業利益

994

親会社株主
に帰属する
当期純利益
786

売上高

30,960 売上
総利益

3,096

売上原価

27,863
販売費及び一般管理費

1,946

営業利益

1,150

経常利益

1,467

営業外収益

525
特別損失

47営業外費用

208

法人税、住民税
及び事業税
546

法人税等調整額
△65

特別利益

76
親会社株主
に帰属する
当期純利益

1,014

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）�（単位：百万円）

当期
自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日

現金及び
現金同等物
の期首残高
1,878

営業活動による
キャッシュ・フロー
4,115

投資活動による
キャッシュ・フロー
△2,356

財務活動
による
キャッシュ・
フロー

△1,327

現金及び
現金同等物
の期末残高
2,311

現金及び
現金同等物
に係る
換算差額
3

前期
平成28年3月31日現在

当期
平成29年3月31日現在

資産合計
30,271

負債・
純資産合計
30,271

流動資産

5,737

固定資産

24,533

流動負債

6,222
固定負債

7,295

純資産

16,754

資産合計
32,352

負債・
純資産合計
32,352

流動資産

6,587

固定資産

25,764 純資産

17,919

固定負債

8,173

流動負債

6,259

連結貸借対照表（要旨）� （単位：百万円）
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単独損益計算書（要旨）� （単位：百万円）

前期
自 平成27年4月1日　至 平成28年3月31日

当期
自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日

売上高
25,933

経常利益
858

営業利益
447

当期純利益
603

売上高

26,005 売上
総利益

1,951

売上原価

24,053
販売費及び一般管理費

1,373

営業利益

578

経常利益

1,084

営業外収益

742
特別損失

43
営業外費用

236

法人税等

353

特別利益

75

当期純利益

778

売上総利益
1,820

法人税等調整額
△15

前期
平成28年3月31日現在

当期
平成29年3月31日現在

資産合計
20,912

負債・
純資産合計
20,912

流動資産

4,813

固定資産

16,098

流動負債

5,791
固定負債

2,200

純資産

12,920

資産合計
22,347

負債・
純資産合計
22,347

流動資産

5,619

固定資産

16,728 純資産

13,741

固定負債

2,718

流動負債

5,887

単独貸借対照表（要旨）� （単位：百万円）

http://www.jot.co.jp/ir/

日本石油輸送　IR 検索

詳細な財務情報は、当社ホームページ『IR情報』
に掲載している決算短信をご利用ください。
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株式の状況

大株主

株式の分布

証券会社
627百株（1.9％）

外国人
1,352百株（4.1％）

金融機関
7,264百株

個人・その他
12,689百株（38.2％）

その他国内法人
11,296百株（34.0％）

（21.8％）

10,000株以上
20,573百株（61.9％）

1,000株～4,999株
5,104百株（15.4％）

5,000株～9,999株
1,700百株（5.1％）

500株～999株
2,298百株（6.9％）

1株～499株
3,554百株（10.7％）

所有株式数別分布状況

所有者別分布状況

株　主　名 持株数
（百株）

持株比率
（％）

JXホールディングス株式会社 9,644 29.13
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 1,308 3.95
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 937 2.83
株式会社三井住友銀行 788 2.38
日本車両製造株式会社 669 2.02
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 598 1.81
デイエフエイ アイエヌティーエル スモール
キ ャ ッ プ バ リ ュ ー ポ ー ト フ ォ リ オ 554 1.67

日本石油輸送グループ従業員持株会 476 1.44
損害保険ジャパン日本興亜株式会社 438 1.32
三井住友信託銀行株式会社 435 1.31

（注）‌�JXホールディングス株式会社は、平成29年4月1日付にてJXTGホールディ
ングス株式会社に商号変更しております。

発行可能株式総数…………………………………………… 6,000,000 株
発行済株式の総数…………………………………………… 3,322,935 株
	 （自己株式11,721株を含む）
株主数……………………………………………………………… 3,393  名

JOTグループ
株式会社エネックス
石油製品・高圧ガス等の貨物自動車輸送、
石油コンビナートの防災業務
〒141-0032 東京都品川区大崎一丁目11番1号
TEL：03-5759-6701（代表）

近畿石油輸送株式会社
石油製品・高圧ガス等の
貨物自動車輸送
〒510-8002 三重県四日市市天カ須賀新町1番地20
TEL：059-363-2500（代表）

株式会社ニチユ
産業機材、車両等の販売および賃貸、
保険代理業
〒141-0032 東京都品川区大崎一丁目11番1号
TEL：03-6417-9591（代表）

株式会社ニュージェイズ
石油化学製品等の貨物自動車輸送、
自動車整備事業
〒510-0958 三重県四日市市小古曽三丁目2番15号
TEL：059-349-1800（代表）

株式会社JKトランス
石油製品・石油化学製品等の
貨物自動車輸送
〒210-0856 川崎市川崎区田辺新田1番5号
TEL：044-328-6625（代表）
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会社概要 役　員（平成29年6月29日現在）

商号 日本石油輸送株式会社

設立 昭和21年（1946年）3月27日

本社所在地

〒141-0032　
東京都品川区大崎一丁目11番1号

（ゲートシティ大崎　ウエストタワー16階）
TEL：03-5496-7671（代表）

資本金 16億61百万円

従業員数 連結1,396名、単体161名

主要取引銀行 ㈱三井住友銀行、㈱三菱東京UFJ銀行、
㈱みずほ銀行

主要な事業所

北海道支店（札幌）・東北支店（仙台）・
関東支店（川崎）・中部支店（四日市）・
関西支店（大阪）・九州支店（福岡）および
新潟事業所

主要な事業内容

1．‌�石油製品（ガソリン・灯油等）の鉄道タンク車輸
送・貨物自動車輸送

2．‌�高圧ガス（LNG等）の鉄道コンテナ輸送・貨物自
動車輸送および複合一貫輸送

3．‌�石油化学製品等の鉄道コンテナ輸送・貨物自動車
輸送ならびに国内および国際複合一貫輸送、各種
コンテナのリース

4．‌�鉄道用冷蔵・冷凍コンテナ等のレンタル・リース
5．‌�太陽光発電事業

取締役
代表取締役会長 栗本　　透
代表取締役社長
社長執行役員 森田　公生

取 締 役
専務執行役員 総務部、経理部、営業部門管掌 畑　　義昭

取 締 役
執 行 役 員

石油部、グループ安全推進部管掌
石油部長 髙橋　文弥

取 締 役
執 行 役 員

LNG部、化成品部管掌
化成品部長 田長丸雅司

取 締 役
執 行 役 員

人事部、経理部、情報システム部管掌
人事部長、経理部長兼情報システム部長 岡﨑　基太

取 締 役
執 行 役 員 コンテナ部、グループ安全推進部管掌 武本　　修

取 締 役 株式会社エネックス
代表取締役社長 原　昌一郎

取 締 役 杉森　　務
社 外 取 締 役 草刈　隆郎
社 外 取 締 役 坂之上洋子

監査役
常 勤 監 査 役 吉田　秀穂
監　 査　 役 戸井田俊明
社 外 監 査 役 赤井　文彌
社 外 監 査 役 佐野　　裕

取締役を兼務しない執行役員
執 行 役 員 関東支店長 青野　　滋
執 行 役 員 石油部部長兼グループ安全推進部長 竹本　明彦
執 行 役 員 総務部長 松井　克浩
執 行 役 員 LNG部長 大内　　満
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この冊子は、適切に管理された森林から生まれたFSC®認証紙、植物油
インキおよび有害な廃液の出ない水なし印刷で印刷しています。http://www.jot.co.jp/

〒141-0032
東京都品川区大崎一丁目11番1号（ゲートシティ大崎　ウエストタワー16階）
TEL:03-5496-7671（代表）

（例）当社株式を120株ご所有の場合

買取請求前
120株ご所有

買取請求後
100株ご所有

買取請求

買取代金

120株

100株（1単元）

100株（1単元）
20株

20株

現金

市場で売却できない

（例）当社株式を60株ご所有の場合

買増請求前
60株ご所有

買増請求後
100株ご所有

買増請求・買増代金

株式売渡

60株

40株

現金

40株
市場で購入できない

100株（1単元）
60株

単元未満株式とは、当社株式の売買単位である1単元（100株）未満（1～99株）の株式のことであり、市場での売買
ができませんが、そのお取扱いには、以下の方法がありますので、ご案内いたします。

1.買取制度
ご所有の単元未満株式は、当社に対し買取（現金化）の請求をすることができます。

2.買増制度
ご所有の単元未満株式の数とあわせ、当社に対し1単元（100株）になる数の株式の買増を請求することができます。

お手続きの詳細につきましては、株主様の口座のある証券会社等または株主名簿管理人である三井住友信託銀行に 
お問合せください。なお、当社では買取請求および買増請求にかかる手数料を無料とさせていただいております
が、証券会社等の口座管理機関へ支払う手数料につきましては、株主様の口座のある証券会社等へご確認ください。

【株主名簿管理人　三井住友信託銀行】
● 電 話 ［ フ リ ー ダ イ ヤ ル ］ 0120-782-031（平日 9：00〜17：00）
● ホ ー ム ペ ー ジ ア ド レ ス http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html
● 郵 便 物 送 付 先 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

単元未満株式のお取扱いについて


